
2018年 5月 31日 

日本大学の教職員の皆さま 

 

 田 中 理 事 長 宛 の 「 要 求 書 」 へ の 賛 同 署 名 の お 願 い  

 

日 本 大 学 教 職 員 組 合 

執行委員会委員長 菊地 香 

 

私たちは、5月31日(木)、「『日大アメフト部事件』関連の一連の騒動を踏まえての教職員組合の要求書」

を田中英壽理事長に提出すると同時に、広く社会に向けて公表しました。 

別紙の「要求書」で詳しく述べている通り（ぜひ全文をお読み下さい）、「学生を守ることができない／

自分たちの保身や組織防衛のためには学生を平気で切り捨ててしまう大学なんだ！」という世間から押さ

れてしまった「負の烙印」を払拭して、地に落ちた社会的信用を回復し、在学生と保護者、卒業生が被る

社会的不利益を最少化するためには、もはや日本大学が「抜本的な改革と再生」を図るより他に道はない

と考え、次の4項目を6月30日までに実行することを田中理事長に要求しました。 

 

（1）日本大学の社会的信用・信頼を失墜させ、名誉を著しく毀損した根源である内田正人前監督の、日本

大学常務理事や保健体育審議会事務局長をはじめとする全ての職【(株)日本大学事業部を含む】を直ちに

解任して、日本大学の「抜本的な改革と再生」へ向けての明確な第一歩とすべきです。 

（2）日本大学アメリカンフットボール部が引き起こした「事件」の重大性・悪質性及び社会的な影響を踏

まえ、責任ある立場にある同部の部長・副部長並びにコーチ陣を全員解任して、アメフト部の「抜本的な

改革と再生」を図るべきです。 

（3）日本大学は、全組織を挙げて上意下達の体質を改め、各部科校で日本大学の建学の精神であり教育理

念でもある「自主創造」が十分に発揮される大学に生まれ変わっていかなければなりません。そのために

は、1)職員採用人事における保健体育審議会出身者の優遇措置に代表される、不公平・不公正で不透明な

仕組みを全面的に改めること、2)保健体育審議会傘下の運動部の監督や部長の常務理事・理事への登用も

しくは常務理事・理事の監督・部長の兼任を禁止するなどして、権限・権力の集中を抑制し、理事会に対

するガバナンスが有効に働くようにすること、3)教職員による無記名直接選挙によって学長が選出され、

学長を名実ともに大学の最高責任者とする統治機構を構築すること、が不可欠です。それらの実効性を担

保するために、学校法人の定款／根本をなす規則である「寄附行為」を全面的に見直し改定して、日本大

学の組織のあり方の「抜本的な改革と再生」を図るべきです。 

（4）日本大学は、事件への適切な初動対応に失敗し、大学自体に「当事者性」とともに「他者性」が欠落

している（社会／世間からどのように見られ評価されるかを認識できていない）ことを露わにし、社会や

学生・教職員に対する説明責任も果たせず、自浄作用を働かせることもできませんでした。このことで、

日本大学の社会的評価を著しく低下させてしまった極めて重い責任をとって、内田常務理事だけでなく（迅

速かつ的確な広報を行わず、真相究明に資するところのない不誠実な記者会見を連発して、危機管理能力

の欠如を曝け出した）企画広報担当常務理事を含む 5人の常務理事全員を解任した上で、法人組織の最高

責任者たる田中理事長と教学の最高責任者である大塚学長が潔く職を辞して、大学上層部の「解体的な出

直しと再生」を図るべきです。 

 

私たち日本大学の教職員は、何よりも第一に一人一人の在学生や卒業生を守り抜き、この危機的な状況

を脱し、社会からの信用を回復するために精励刻苦して、全教職員が一丸となっての「抜本的な改革と再

生」を図り、「新しい」日本大学となって「甦る」ようにしていかねばなりません。 

 

この要求書に賛同していただける教職員の皆さまに、広く署名を呼びかけます。裏面にご署名下さい。 

※ メールで執行委員会や組合支部の役員にご一報いただいても結構です。 



氏名 

 

所属部科校（学科なども） 

 

職位 公開の可否 

（〇か×） 

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

   



 


